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民間主導による高架下広場の活動実態 

―石神井公園-大泉学園駅間高架下を対象として― 
 

1X22D061-1 中山真太朗＊ 

 

鉄道高架下空間は, 従来は商業施設や駐車場として利用されることが多かったが, 近年では地域交流や活

動の場としての利活用も進みつつある. 本研究は, 西武池袋線石神井公園駅-大泉学園駅間の高架下空間

のうち, 駅周辺に商業施設が整備される一方で, 駅から離れた位置に非商業的な広場が創出された事例に

着目し, 民間事業者が主体となる高架下広場における活動や協働を明らかにすることを目的とした. 運営

者, 参加者, 周辺住民への半構造化インタビューを実施し, 逐語記録を KJ 法により分析した. その結果, 

参加のきっかけには企業と地域を媒介する主体を起点とした連鎖的な参加と, SNS 等を契機とする直接的

な参加が併存していることが確認された. また, 高架下広場は一定の受容が見られる一方で, 日常利用の

広がりや参加のしやすさ, 民間主導に伴う制約, 集客面の課題が残されていることが明らかになった.  
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1．序章 

 

（1）研究の背景 

 東京都心では, これまで都市開発において収益性

を重視した計画が進められてきた結果, 公共空間は

人々の滞留や交流の場というよりも, 商業活動や効

率性を優先する空間として整備される傾向にあった. 

一方で, 1990 年代以降, こうした都市構造のもとで

人の孤立や地域との関係の希薄化が問題視され, ア

ーバニズムの課題が社会課題として認識されるよう

になった 1). これを受け公共空間が人々の交流や関

係形成に果たす役割が改めて注目されるようになり, 

公共空間における人々の交流や活動が地域の生活環

境や都市の持続性において重要であると指摘されて

いる 2). こうした中, 東京都内では 2010 年頃から鉄

道会社による高架下空間の利活用が進展している. 

従来は未利用な空間とされてきた高架下において, 

鉄道事業者がまちづくり主体として関与し, 商業施

設の整備とあわせて広場や交流の場を設ける事例が

みられるようになった 3). 特に民間事業者が整備, 

運営を担いながらも地域団体や住民の関与を前提と

した非商業的な広場が高架下に設けられるなど, 公

共性を意識した空間の再編が進みつつある 4). 

一方, 高架下空間に関する既存研究では, 土地利

用や開発形態, 商業機能に着目した研究の蓄積がみ

られるが, 民間主導で整備, 運営される公共空間に

おける具体的な活動や協働の実態については, 十分

に明らかにされていない. 特に, 商業施設を含む高

架下空間一帯の中で設けられた非商業的な広場が, 

どのように利用され, どのような関わりを生み出し

ているのかについては, 検討の余地がある. 

このような背景より民間事業者が主体となって整

備, 運営される高架下広場が, 地域においてどのよ

うな活動や協働を生み出しているのかを具体的に把

握することは, 高架下空間を公共空間として再評価

し, 新たな可能性と課題を検討する上で重要である. 

 

（2）研究の目的 

本研究の目的は, 民間事業者が主体となって整備, 

運営される高架下広場において活動や協働の実態と

その課題を明らかにするとともに, 民間主導である

ことや高架下という空間特性が活動の展開に与える

影響を明らかにすることである. そのために, 西武

池袋線石神井公園駅-大泉学園駅間に位置する高架

下広場を対象として, 商業施設を含む高架下空間の

中に設けられた非商業的な広場における活動の内容

や利用の実態を把握する. 次に広場に関与する主体

に着目し, 人々の関わりがどのような主体間の関係

のもとで成立しているのかを明らかにする. あわせ

て, 民間主導であることや高架下という空間特性が, 

活動の展開に与える影響と課題について考察する. 

 

（3）既存研究の整理 

 本研究に関わる既存研究は, a)高架下空間の開

発・利活用に関する研究, b)民間企業と住民の協働

に関する研究, c)住民協働を評価する方法に関する



 

研究の 3 つに大別することができる. 

a) 高架下空間の開発・利活用に関する研究 

 高架下空間の開発・利活用に関する研究として, 

中村ら 5)は, 都市化や交通需要の増加を背景に, 昼

夜間人口や地価といった地域特性が高架下空間の利

用状況や用途の多様性に影響していることを明らか

にした. また吉永ら 6)は, 京阪神地区の連続立体交

差事業を対象に, 多様な主体の協働が高架下空間の

多機能化や公共空間としての価値向上を促す一方で, 

運営主体間の役割分担や連携に課題があることを示

している. 

b) 民間企業と住民の協働に関する研究 

 民間企業と住民の協働に関する研究として, 上原

ら 7)は, 学芸大学駅高架下を事例に, 地域住民と専

門家の中間的立場にある主体の関与が多主体協働を

促進することを明らかにした. 一方で, 施設開業後

における関係性の継続には課題が残ることを指摘し

ている. また籾山ら 8)は, 鉄道会社による拠点開発

と情報発信の連動が, 地域コミュニティ形成を段階

的に促進することを示している. 

c) 住民協働を評価する方法に関する研究 

 住民協働の評価方法に関する研究として, 千頭 9)

は, 市民意識調査を用いて協働に関する評価構造を

明らかにし, まちづくりを構造的に捉える枠組みを

提示した. また籾山ら 10)や佐藤ら 11)は, KJ 法や段

階モデルを用いて, 住民参加のプロセスや意識変化

を整理する評価手法を示している. 

 

（4）本研究の位置付け 

既存研究では, 高架下空間の重要性や住民協働の

評価手法に関する知見は蓄積されつつある一方で, 

民間主導による高架下空間において, 住民同士や企

業と住民の協働を主題として捉え, さらにそれらが

どのような取り組みによって維持・展開されている

のかを実態として分析した研究は十分とはいえない.

そこで本研究は, 商業施設を含む高架下空間に民間

企業が整備した広場を対象に, 活動の展開や関係性

の発生過程を明らかにする点に独自性を有する. 

 

2. 研究対象地の選定と概要 

 

（1）研究の方法と構成 

 本研究では, まず東京都内における鉄道高架下空

間の分布の中から広場を有する高架下空間を対象地

として抽出する. 次に, 既往資料から対象地の計画

経緯, 運営体制, 実施イベントの内容などの基礎情

報を整理し, 周辺環境の特性と運営の枠組みを把握

する. そして運営主体や関係者に対して半構造化イ

ンタビューを実施し, 得られた発言を KJ 法により

整理・分析することで高架下広場において展開され

ている活動や協働の実態とその課題を明らかにする. 

さらに, 民間主導かつ高架下という空間特性が与え

る広場の利用への影響と課題を考察する. 

 

（2）研究の対象地の選定 

 本研究では, 東京 23 区内に存在する鉄道高架下

空間の中から研究対象地を選定した. まず, 高架下

空間が比較的多く分布する山手線外側の路線区間に

着目し, 商業施設を含みながらも広場的に利用され

ている高架下空間を抽出した. 次に, Web や SNS

等の公開情報をもとに, 開発過程において住民協働

が確認され, 現在も継続的に活動が行われている事

例を整理し, 7 か所を候補地として選定した. これ

らの候補地について, 事業主体, 開発意図, 地域参

画の形態, 活動内容を比較し, 最も活動が活発であ

り, 広場利用者が主体となった取り組みもみられる

西武池袋線石神井公園駅-大泉学園駅間の高架下広

場「PLAY!高架下」を研究対象地として決定した 12). 

 

（3）石神井公園駅周辺のまちづくり概要 

 石神井公園駅-大泉学園駅間では、「開かずの踏切」

の解消を目的として西武池袋線の連続立体交差事業

が進められ, これを契機に駅周辺のまちづくりが段

階的に展開してきた 13). 高架化事業の実施により踏

切除却と交通機能の改善が図られるとともに, 駅前

広場や都市計画道路の整備が進み, 駅周辺の都市基

盤が再編された. 一方で, 高架化によって新たに創

出された高架下空間のうち, 駅から離れた区間では

十分な利活用が進んでいない状況も見られた. こう

した中で, 西武不動産を主体として高架下空間の新

たな活用が検討され, 広場としての暫定利用を経て

「PLAY!高架下」が整備・開業した. 現在も当該空

間は, 駅周辺再編の流れの中で更新が続く場所とし

て位置づけられる. 

  

（4）高架下広場の基本情報と周辺環境 

 本研究の対象とする高架下広場は, 西武池袋線石

神井公園駅から徒歩約 7 分の位置に立地し, 総面積

約 890 ㎡の比較的小規模な広場である. 駅前の商業

集積からは一定の距離があり, 通過動線上というよ

りも周辺住民の日常生活圏に近接した場所に位置し

ている点に特徴がある. 用途地域に着目すると, 本

高架下広場は第一種中高層住居専用地域に指定され

ており, 周辺には第一種低層住居専用地域が広く分

布している(図-1）14). これらはいずれも住宅環境の

保全を重視した用途地域である. このため本高架下



 

広場は, 商業地域に立地する集客型の広場とは異な

り, 周辺住民の日常生活と連続した空間として位置

づけられる. このような周辺環境の特性は, 広場の

利用形態や実施されるイベントの規模に影響を与え

る要因であり, 民間主導による高架下広場が住宅地

においてどのように受容され, 活動や協働が展開さ

れるのかを検討するうえで重要な前提条件となる. 

  

（5）高架下広場整備の開始と運営 

本高架下広場の整備は, 西武不動産を主体として

進められ, 住民や地域団体の意見を取り入れながら

企画が進められた点に特徴がある. 整備過程では, 

完成形をあらかじめ定めるのではなく, イベント開

催による暫定利用を通じて, 空間の使われ方や地域

からの受容を検証する手法が採用された. あわせて, 

こうした取り組みの経緯や活動内容は, 公式noteや

公式 Instagram を通じて継続的に発信され, 広場で

の活動が外部に共有されてきた. こうした試行を経

て, 当該空間は 2024 年に「PLAY!高架下」として高

架下広場が正式に開業した. 開業後も, 事業者が全

体の運営を担いながら, 地域住民や関係団体など複

数の主体が関与する運営が継続されている. 広場で

は様々なテーマのイベントが実施されており, これ

らは広場の認知向上や参加のきっかけを生み, 事業

者主導でありながら地域と協働する運営の枠組みを

支える役割を果たしている. 

  

3. 高架下広場における活動の展開 

 

（1）インタビュー調査の目的と概要 

本研究では, 民間事業者が主体となって整備・運

営される高架下広場における活動や協働の実態を把

握するため, インタビュー調査を中心的な調査手法

として実施した. 文献資料や公開情報のみでは把握

が困難な運営の実態や主体間の関係性について, 実

際に広場に関与する主体への聞き取りを通じて明ら

かにすることを目的とした. インタビュー調査では, 

高架下広場の整備・運営に関わる主体, 活動に参加

している主体, ならびに活動に直接関与していない

周辺地域住民を対象とし, 立場の異なる視点から広

場の現状を把握することを意図した. 調査対象者の

選定にあたっては, 公式情報に基づいて抽出を行い, 

恣意性を抑えるよう配慮した. また, 分析の際には

対象者ごとに ID を付して整理し, 半構造化インタ

ビューで得られた逐語記録を KJ 法により分析する

ことで, 活動や協働の実態と課題を多角的に把握し

た. 一方で, 本調査は広場の運営や活動に関与して

いる主体への聞き取りが中心であり, 広場に対して

肯定的な認識を持つ意見に偏る可能性がある. また, 

活動に直接関与していない地域住民への調査が限定

的である点は, 本研究の課題として挙げられる. 

 

（2）高架下広場における人間関係とその広がり 

各主体へのインタビュー調査から参加きっかけに

関する発言に着目した結果, 高架下広場ではイベン

トを契機として主体間のつながりが確認され, 運営

主体と地域プレイヤーとの関係を媒介するハブ的役

割を担う主体の存在が把握された. これらの関係の

結びつきを参加のきっかけを起点として整理したも

のが図-2 であり, 高架下広場における人間関係が

どのような構造で成立しているのかを示している. 

図-2 高架下広場への参加を通じた関係形成の構造 図-1 高架下広場周辺用途地域図 

表-2 インタビュー調査概要 



 

具体的には, 地域事業者が一次的なハブとして機

能し, 複数のコミュニティを高架下広場へと誘引す

ることで, 主体間の関係が構築されていることが確

認された. さらに, 参加した主体が知人を誘うこと

で二次的なハブが生じ, 関係が重なり合う構造が確

認された. 一方で, イベント情報を契機とした既存

関係に依らない直接的な参加も存在し, ハブを介し

た参加と外部からの参加が併存している点が, 本高

架下広場における主体間関係の特徴である.  

 

（3）参加きっかけから見るつながりの形成 

図-3 は, 高架下広場のイベントへの参加のきっ

かけに関する逐語データを KJ 法により整理し示し

たものである. 分析の結果, 参加のきっかけは, 地

域住民同士の関係を通じた参加と, 企業と地域住民

との関係を通じた参加の二つに類型化できることが

明らかとなった. また, 参加を媒介するハブ役とな

る人物やコミュニティスペースの存在が確認され, 

これらを起点として新たなつながりが派生している

ことが分かった. 具体的には, 西武不動産が地域事

業者と関係を構築し, イベント運営を委託すること

で企業と地域を結ぶ接点が形成されている. この地

域事業者は, 地域内の複数のコミュニティに高架下

広場の活動を紹介することでつなぎ役として機能し

ており, さらに参加した主体が自身のコミュニティ

を誘引することで二次的なハブが生まれ, つながり

が段階的に拡大している. また, 地域事業者が運営

するコミュニティスペースを起点とした参加も見ら

れた. 一方で, SNS での情報発信や偶然の通過を契

機とした参加も存在し, 人を媒介しない参加経路が

併存している. 以上より, 関係依存型の参加と偶発

的・自発的な参加が重なり合うことで, つながりが

形成・拡張していることが明らかとなった. 

 

（4）高架下広場への意識とそこで発生したつながり 

図-4 は, 高架下広場に対する意識とイベント参

加により発生したつながりの実態を把握することを

目的として作成したものである. 得られた逐語記録

のうち, 高架下広場に対するイメージの変化, 使わ

れ方と課題, 交流の広がりに関する発言を抽出し, 

KJ 法により整理している. 正式開業から約 1 年が

経過する中で, 高架下の暗く, 治安が悪いイメージ

から, 人が集まる広場として再認識されつつあるこ

とが明らかとなった. 特に, イベント参加を通じて

空間の新たな利用価値を見出したという語りがあり, 

活動経験と結びついた評価の変化が確認された. ま

た, 高架下広場はイベント時だけではなく, 日常的

な滞留や通過の場としても利用され始めており, 生

活圏の中の空間として意識されつつある. 一方, 認

知度の不足や参加のしにくさといった課題も指摘さ

れており, 広場の定着は途上段階にある. さらに, 

イベント参加を契機として参加者同士や運営主体と

の交流が生じ, 異なるコミュニティ間のつながりが

広がっていることが確認された. 高架下広場は, 人

や活動を媒介する場として機能し始めているといえ

る. 

図-3 高架下広場イベント参加きっかけの類型 



 

（5）民間主導の高架下広場であることの影響と課題 

民間事業者が主体となって整備・運営される高架

下広場が, 活動や関係性に与える影響について, イ

ンタビュー調査の逐語記録を KJ 法により整理した

(図-5). その結果, 民間事業者が運営を担うことで, 

意思決定の迅速さ, イベント運営における出店者へ

のサポートが可能となり活動が円滑に展開されてい

るのに加え, 高架下の一体的な管理により, 周辺商

業施設で得られた収益を広場に投資できる点も, 活

動の継続を支えていた. 一方で, 参加判断が事業者

側に集中することにより, 企業との関係性を持たな

い主体にとって参加のハードルが生じる場合がある. 

さらに, 高架下という空間特性は天候の影響を受け

にくい利点を持つ一方で, 住宅地に隣接する立地条

件から集客や近隣への配慮といった課題も確認され

た. 以上より, 本事例における民間主導の高架下広

場の公共的活用は, 単に空間を整備することではな

く, 高架下一帯での収益や運営主体の裁量といった

運営上の条件によって成立していることが示された. 

4. 結論 

 

（1）本研究のまとめと考察 

 本研究では, 民間主導で運営される高架下広場

における活動と主体間関係の実態を明らかにした. 

その結果, イベントを契機としてつながりが形成さ

れ, ハブ的主体や参加者自身が媒介者となることで

関係が拡大している構造が確認された. また, 民間

主導であることで高架下一帯の商業施設から得られ

る収益を広場に投資することができ, 活動の継続を

支える重要な条件であることがわかった. その一方

で, 活動内容や参加のあり方が運営主体の裁量に依

存しやすく参加の開かれ方や公共性のあり方が限定

されやすいという課題も明らかとなった. 以上より, 

民間主導による高架下広場の公共的活用は, 単に空

間を整備することによって成立するのではなく, 媒

介主体の存在や高架下一帯での収益補填構造, 参加

の回路設計といった運営上の条件によって成立して

いることが示された. 

図-4 高架下広場への意識とつながり 



 

（2）今後の展望 

本研究は, 高架下広場の運営や活動に関与する主

体へのインタビュー調査を中心に分析を行ったため, 

広場に直接参加していない地域住民の意識や評価に

ついては十分に把握できていない. この点は本研究

の限界であり, 今後の重要な研究課題である. 今後

は, アンケート調査などの定量的手法を用いて認知

度や参加しにくさの要因を把握するとともに, 商業

施設の開業に伴う利用形態や主体間関係の変化を継

続的に検討することで, 民間主導の高架下広場が持

続的に活用される条件を明らかにする必要がある. 
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図-5 民間主導の高架下広場であることの活動への影響と課題 


